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【論文要旨】
　善意取得が問題となる場面では，真の所有権者の利益（静的利益）と善意の取得者の利益（動的
利益）とが対立する。両者の利益はいずれも保護すべきものであるが，時代を追ってその両者のバ
ランスの取り方について見ていくと，一定の傾向を読み取ることができる。
　中世においては，共同体による社会的な圧力や職業倫理が他人物売買に歯止めをかけていたが，
産業の多様化と取引主体の流動性の高まりを背景に善意取得制度の立法が必要とされる。
　法典編纂を経て，20世紀前半は全体主義的な傾向の中で，公共の福祉として個人の権利よりも
取引の安全の保護がなされるべきであると考えられるようになるが，戦後は，再び行き過ぎた動的
安全の保護に対する反省から，いったんは静的安全を保護しようとする方向で検討がなされた。と
ころが，欧州の結合が進んでいくと，域内市場における取引の促進を目指し，より強力な動的利益
の保護を行なうことが考えられる。
　わが国において，今後どのように両者の利益を調整するべきかを考える際には，現在の社会状況
や取引状況，今後の社会の変化を考慮しなければならない。
【キーワード】善意取得，取引の安全，外観法理，Hand　wahre　Hand，静的利益と動的利益
【目次】
一，はじめに
二，中世末期における善意取得の萌芽
三，法典編纂時代における「善意取得」の立法化
　（1）フランス
　（2）オーストリア
論文受付日　2012年5月1日　　大学院研究論集委員会承認日　2012年6月6日
一277
　（3）ドイツ
　（4）スイス
四，外観法理の発展と，1942年イタリア民法典の制定
五，戦後における，ドイッ法学の反省と，スペイン，ポルトガルにおける善意取得の制限
　（1）ド・イッにおけるゲルマソ法の再検討
　（2）スペイン
　（3）ポルトガル
六，欧州共同体の発展と，その中での善意取得
七，東欧諸国における善意取得制度の立法状況
　（1）ポーランド
　（2）ハンガリー
　（3）ブルガリア
　（4）チェコ，スロバキア
　（5）スロベニア
　（6）ラトビア
　（7）エストニア，リトアニア
八，おわりに
一，はじめに
　善意取得が問題となる場面では，真の所有権者の利益（静的利益）と善意の取得者の利益（動的
利益）とが対立する。少なくとも，民法典の規律の上では，所有権者による返還請求と善意の取得
者による善意取得とのいずれを原則として保護するのかについて，わが国を含めて，多くの国の採
用する法制度においては，両者の利益を考慮して中間的な解決を図っている。その際に，最も多く
見られるのが，フラソスの規定に代表される，ゲルマソ法的なHand　wahre　Hand準則に基づくと
言われる規制方法である。すなわち，動産の所有権者は，自己の意思に基づかずに占有の失われた
物（占有離脱物）については，その所持者に対して返還を請求できるが，自己の意思に基づき委ね
た物（占有委託物）については，その所持者に対しては返還を請求できずに，委ねた相手方に人的
な請求を行うしかないという規制である。フランス民法典では，2276条（旧2279条）と2277条
（旧2280条）がそれに対応し，ベルギー民法典やルクセソブルク民法典，スペイソ民法典，オラソ
ダ旧民法典など，その条文をほぼそのまま用いる法制度も少なくない。
　わが国の立法に際しては，フランス民法における枠組みを採用しながら，ドイッ民法典における
即時の所有権取得という構成の下で理解されている1。
　こうした善意取得の構成については，すでに，喜多博士によってわが国にも紹介された，1955
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年のハイソツ・ヒュプナーの著書r動産物権法における権利喪失』において，現代（1955年）に
おける妥当性に疑問が投げかけられた2。ヒュプナーは，いくつかの方向から善意取得制度につい
ての検討を行うが，この中で，まず「社会的に見た制度の基盤の変動性」を問題とし，すなわち，
善意取得制度がBGBに規定された19世紀の社会，取引の状況と，現代（1955年）の社会状況とが
異なるために，現代（1955年）では善意取得制度は取得者にとって有利に働き過ぎており，修正
を行うべきであると主張する。
　ただし，ヒュプナーが行った問題提起は，後でまた詳しく述べるが，むしろ，現代に典型的な社
会，取引状況の下でなされたのではなく，極めて特殊な時代的，社会的背景の下でなされたもので
あったが，しかし，その問題意識に沿って，現在の社会状況や取引状況の下で，そしてまた，今後
の社会の変化を見越したときに，現在の善意取得制度が現代においても妥当なものなのか，そし
て，所有権者と善意の取得者との関係をどのように調整することが適切かを改めて考慮することは
有益であろう。
　したがって，そのための前提として，本稿においては，社会状況の変化の下で，善意取得制度が
どのような影響を受けてきたかを，ヨーロッパ各国の立法状況の比較をしながら概観し，現代では
どのような利害調整が適切かを考える際の助けとしたい。
二，中世末期における善意取得の萌芽
　通説的には，後に善意取得へと連なる制度は古ゲルマン法に起源を有すると説明されてきた
が3，確実に動産に対する追及効を制限する制度が登場したと言えるのは，16世紀末から17世紀末
にかけての時期であった。
　従来，13世紀の前半にまとめられたザクセンシュピーゲルの第2巻第60章の規定4は，Hand
1我妻栄一有泉亨『新訂物権法』（岩波書店，1983年）259頁以下，船橋諄一『法律学全集18物権法』（有斐
　閣，1960年）42頁以下，好美清光「民法一九二条1川島武宜＝川井健編『新版注釈民法（7）物権法』（有斐
　閣，2007年）124頁以下など。
2Heinz　HUbner，　Der　Rechtsverlust　im　Mobiliarsachenrecht，　Erlangen，1955．喜多了祐「ハインツ・ヒュブナ
　著『動産物権法における権利喪失』」一橋論叢38巻2号（1957年），165頁。喜多了祐『外観優越の法理』
　（千倉書房，1976年）。
3田島順『民法一九二条の研究』（立命館出版部，1933年），川島武宜「所有権法の理論』（岩波書店，1959
　年），好美・前掲（1）など。
4ザクセンシュピーゲル第2巻第60章
　「いずれかの人が他人に馬または衣服またはなんらかの動産を貸しまたは質入れした場合，いかなる仕方で
　あれ彼がそれを彼（自身）の意志をもって彼のゲヴェーレから手放した以上，それを自分のゲヴェーレの
　中に持つ（にいたった）者がそれを売却し，またはそれを質入れし，またはそれを賭け失い，またはそれ
　が彼から窃盗もしくは強盗されるとしても，かつてそれを貸しまたは質入れした者は，彼がそれを貸しま
　たは質入れした相手方に対する以外，それについていかなる請求権（vorderunge）をも持つことをえない。」
　以上（と続く注3）の翻訳については，アイケ・フォン・レプゴウ（久保正幡＝石川武一直居淳共訳）『ザ
　クセソシュピーゲル・ラント法』（創文社，1977）による。
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wahre　Handの現れであると理解されるが，そうした理解に対しては異論が存在する5。
　すなわち，同ザクセンシュピーゲルの第2巻第36章第5節6やマクデブルク・ブレスラウ体系参
審人法の規定を参照すると，ザクセンシュピーゲル第2巻第60章の規定は，取得者が自己の取得
を証明するにあたり，前主を追奪担保人として召還していく担保の連なりの場合に，誰を証人とし
て召還するかについて定めたものであり，所有権者が返還請求を行う場合には，所有権者が動産を
委ねた老が追奪担保人として現在の占有者の保証を行うという意味の規定であるという。それと共
に，受託者の下から盗まれた動産の返還請求については，盗人に対して所有権者と受託者の両方か
ら不法行為の訴えが提起されるという訴えの競合が発生することを回避し，盗人が二重に贈罪金お
よび罰金を支払うという事態を防いだ。ただし，受託者が盗人に対して請求を行なわない場合に
は，所有権老自ら返還請求を行なうこともできた。
　こうした解釈は，すでにアイヒホルンによってもなされていたものであるが7，後にHand
wahre　Hand準則の意味において読み解かれていくことになる。
　以上のように，いずれの解釈がゲルマン古法の時代の中世の法状況を正確に表しているのかにつ
いては争いのあるところであるが8，こうした規定が，動産に対する追及効を制限するという制度
へと変化していったのは，16世紀末から17世紀にかけての，リューベックやハンブルクといっ
た，ハンザ同盟の中心的な都市として発展したドイッ北部の商業都市の都市法においてであっ
た9。善意取得制度の前身となるHand　wahre　Hand準則の発展は，ハソザ同盟の崩壊と時期を一
にする。
5Erik　Anners，　Hand　wahre　Hand－Studien　zur　Geschichte　der　Germanischen　Fahrnisverfolgung，　Lund，1952．
　Werner　Ogris，　Hand　wahre　Hand，　in：HRG，　Bd．　I　Berlin，1971，　S．1928　E
6ザクセソシュピーゲルの第2巻第36章第5節
　「しかるにかの者（相手方）が，それは彼に贈与されたものである旨，もしくは彼が買得したものである旨，
　述べるならば，彼は，彼がその者からそれを買ったところの，彼の追奪担保人（were〔Gewahrsmann〕）
　および，彼がそれを買ったところの場所を挙示（benumen）しなくてはならない。彼はしかも，彼が（彼
　の挙示する追奪担保者を）適法に引合に出す旨（dat　he　te　to　rechter　tucht），宣誓しなくてはならない。そ
　れからかの者（アネファンクをなした者）は，彼（相手方）がどこに引合を求めて行こうと，航行水面を
　渡るのを除き，十四夜の間彼に随行しなくてはならない。彼が法のあるとおり（適法に）保障されるなら
　ば，追奪担保人が彼に代ってその財物のために責を負わなくてはならない。しかしながら，彼に追奪担保
　人（の保障）が敏けることになるならば，彼は，罰金および贈罪金とともにその財物を引き渡さなくては
　ならない。そして，彼がそれについて窃盗または強盗の責に問われるならば，彼は適法に（雪冤の宣誓を
　もって）その責を免れなくてはならない。また，それを把捉（アネファンク）した者が敗れるならば，彼
　は腰罪金および罰金とともにそれを引き渡さなくてはならない。」
7Karl　Friedrich　Eichhorn，　Deutsche　Staats－und　Rechtsgeschichte，　Bd．豆，G6ttingen，1843，　S．450　ff．
8また，付け加えるならば，ゲルマソ部族による法典である，西ゴート王国のリーベル・ユディキオールム
　（Lex　Visigothorum）やバイエルン部族法典（Leges　Baiuwariorum），リブアリア法典（Leges　libuaria）に
　おいては，動産の返還請求は一般的に認められる。詳しくは，Jose　Maria　Miquel　Gonzalez，　La　genesis　del
　principio　Hand　wahre　Hand，　in：RDN　1979，　p盃gs．232．
9Andreas　Korte，　Anwendung　und　Verbreitung　des　Rechtssatz‘‘Hand　wahre　Hand”　im　mittelalterlichen　deut－
　schen　Privatrecht，　Marburg，1981．
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　なぜならば，同職組合（ギルド，ツソフト）が正常に機能している限り，そこに所属する職人や
商人が他人物売買を行うことは，社会的な圧力のために相当程度制限されていたが，その崩壊によ
って，他人物売買を法的に規制する必要が生じたからである10。
　中世社会においては，同職組合の職業倫理や内部規範に反した取引を行った職人や商人は，営業
の停止や，そうした団体からの排除といった制裁を受けるとともに，評判の低下を招く。すると，
今後，同じ場所で同じ取引を行うことは非常に困難になる。したがって，他人物売買を行うイソセ
ンティブが低くなるのである。
　ところが，中世末期には，工場制手工業や，市場や見本市のような取引主体の流動性の高い売買
が発展し始め，上に述べたような社会的圧力による規制が十分に機能しなくなってきた。また，大
航海時代を経て，距離を隔てた取引が行なわれるようになるが，例えば，いったん地球を半周して
販売された商品を，その原因行為が挫折したために元の所有権者へと返還するということは，当時
の商品の輸送にかかる時間と費用を考慮すると，現実的ではない。そこで，Hand　wahre　Hand準
則という形で，商業の盛んであった地域を中心として，それに対応する規定が広がっていった。
　しかし，依然として，こうした善意取得の規定が通商の盛んな都市において発展していった時代
においても，その経済的な発展状況に応じて，多くの地域の立法においてや，学説においては，静
的安全をより保護するという傾向があった。
三，法典編纂時代における「善意取得」の立法化
　19世紀から20世紀初頭にかけて，ヨーロッパ各国において民法典の編纂が行なわれた。それを
支えた理念や各国の状況については，よく知られているところであるため，ここでは詳しくは述べ
ず，フランス，オーストリア，ドイツ，スイスの各国の立法状況について概観する。
　（1）フランス11
　1804年にフラソス民法典が制定され，そこで初めて，近代法典にHand　wahre　Hand準則が「動
産に関しては占有が権原に値する」という規定の形で立法化される。
　フランス民法典の制定される過程で，メルラソ・ド・ドゥエが，①フランスの法諺であった「動
産は追求されることなし（Meubles　n’ont　pas　de　suite　par　hypotheque）」と②Hand　wahre　Hand
準則と③ブルジョンの紹介した12パリ・シャトレ裁判所の判例理論「占有は権原に値する（poses一
10Dieter　Krimphove，　Das　europaische　Sachenrecht－Eine　rechtsvergleichende　Analyse　nach　der　Kom－
　parativen　Institutionen6konomik，　K61n，2006，　S．244　ff．
11フランスの立法過程については，拙稿「動産の追求に関する法的対応の歴史的変遷」明治大学法学研究論
　集第34号（2011年）326項以下。
12Francois　Bourjon，　Droit　commun　de　la　France　et　la　coutume　de　la　Paris　r6duits　en　rincipes（Paris，　nouv．6d．，
　1770），　1．皿．t．22．Ch．5．　p．1094
13Merlin　de　Douai，　Recueil　alphab6tique　de　questions　de　Droit，，t．皿，40．ed．　Paris，1828．
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sion　vaut　titre）」とを結び付け13，起草者が，動産については占有以外に権原の証拠がないことや，
動産の同一性の確認や手から手へと流通する動産を追及することの不可能であること，さらに，し
ばしば訴訟コストが物の価値を越えるということを挙げ，「占有は権原に値する」という判例理論
を維持したのであった14・15。
　さらに，サレイユによって「占有は権原に値する」という文言が所有権取得として実体的に理解
されるに至って，即時の所有権取得としての現在の通説が形成される16。
　そうして規定されたのが，フラソス民法典2276条（旧2279条）17と2277条（旧2280条）18である。
　ベルギー19，ルクセソブルク20，イタリア（旧），スペイソ，オランダ（旧）などの，フランス民
法典の制定後にその影響を受けて民法典の立法を行なった諸国では，このフランスの旧2279条の
規定を引き継いだ。
　わが国の民法典も，若干の法文の文言の上での修正は行われているが，基本的にはこの構成を採
用している。
　（2）オーストリア
　オーストリアにおける法典編纂は，マリア・テレジアによって1753年に開始されて，1811年に
オーストリア民法典（ABGB）の完成により完結する21。　ABGB367条22において，善意取得につ
14Locr6　X　V［，　p．356，　n°45．金山直樹・『時効理論展開の軌跡　　民法学における伝統と変革　　』（信山社，
　1994）393頁以下。
15拙稿「現代的視点の下での善意取得制度の諸問題一欧州統一の議論とオラソダ，ケベックの新民法典の示
　唆を得て一」明治大学法学研究論集第36号（2012年）151頁。
16Raymond　Saleilles，　De　la　possession　des　meubles－6tudes　de　droit　allemand　et　de　droit　frangais－，　Paris，1907．
17　Code　civil　2276条
　「①動産に関しては，占有は，権原に値する。
　②ただし，物を遺失し，又は盗まれた者は，遺失又は盗難の日から起算して三年間，その物がその手中に
　ある者に対して，その物の返還を請求することができる。ただし，この者が，その物を入手した者に対し
　て求償することを妨げない。」条文の日本語訳については，法務大臣官房司法法制調査部編『フランス民法：
　物権・債権関係』（法曹会，1998）によった。
18　Code　civil　2277条1項
　「盗品又は遺失物の現在の占有者が，その物を不定期市若しくは定期市において，又は公売において，又は
　同種の物を販売する証人から購入した場合には，本来の所有者は，占有者に，その物の購入に要した代価
　を償還してでなければ，その物を自己に返還させることができない。」
19ベルギー民法典2279条。
20ルクセソブルク民法典2279条。
21Ernst　Karner，　Gutglaubiger　Mobiliarerwerb，　Wien，2005，　S。102　E
22ABGB367条「動産の善意占有者が公の競売において，またはこの取引について資格を有する営業主から，
　または原告自身が使用，保管あるいは何であれその他の意図でその物を託した者から対価を払って，当該
　の物を取得したことを証明したときは，この善意取得者を相手方とする所有権訴訟は成立しない。この場
　合において，所有権は善意占有者によって取得され，従前の所有者は，彼に対して責めを負う者を相手方
　として損害賠償を求める権利を有するにすぎない。」ゲオルク・クリンゲンベルク（瀧澤栄治訳）『ローマ
　物権法講義』（大学教育出版，2007年）120頁。
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いて規定するが，この際，取得者の善意に加えて有償で取得されたかどうかを考慮する。これは，
善意者が取得自体のために財産損害を被らない場合には，所有権を取得するべきではないという考
えに基づく。
　取引について資格を有する営業主については，国家により特別な営業資格を与えられたものであ
り23，業者は行為の範囲と方法とを届け出て，その範囲内で行為する。
　制定されたABGBは，いわゆるハプスブルク帝国の政治的影響力を背景に，中欧，東欧におけ
るその領域に適用された他，スイスやドイツを始め，近隣諸国の立法にも影響を与えた。
　なお，それらの地域においては，帝国の崩壊後に成立した諸国家においては，新たな立法がなさ
れるまでABGBが引き継がれた24。
　（3）ドイツ
　ドイツ民法典においては，その条文中で，動産の善意による所有権取得という構成が確立されて
いる。しかし，ドイッ地域でも，それ以前の立法では，善意の取得者に所有権取得を認めるという
構成を採ってはいなかった。18世紀末のプロイセンー般ラソト法では，所有権者の返還請求を原
則として認めながら，有償取得の場合と無償取得の場合とを分け，取得者が無償で取得した場合に
は無償で返還請求を行なうことができ，有償で取得した場合には取得者が支払った対価の償還を返
還請求の条件としていたし25，バイエルンラソト法でも，所有権者の返還請求を原則としながら，
善意の取得者への賠償を義務付け，ザクセン民法典でも，所有権者の返還請求を原則としなが
ら26，取得者が公の競売，市場等から善意で取得した場合には，返還請求の際に対価償還を義務付
けていた27。
　ところが，民法典制定に先立って1861年に立法された旧商法典（ADHGB）において，その306
条1項28で，有価証券を主眼としてその善意取得が規程され，当該規程を引き継いだのが，
BGB932条29である。
　ADHGBからBGBの立法作業の行なわれた時期というのは，ドイツにおいては，関税同盟の結
成と，ラインラントを中心とした産業革命が起った時期にあたり，それがイギリスに半世紀以上の
23GewO　8条
24ヴィルヘルム・ブラウネーダー（堀川信一訳）「講演　ヨーロッパ私法典としてのオーストリアー般民法典」
　一橋法学10巻1号（2011年）19頁。
25ALR，115§§1ff．
26金銭と有価証券については，返還請求を認めなかった。
27好美清光・前掲注（1）
28ADHGB306条1項
　「商品又は他の動産が，商人から商取引において売却され，移転された場合，たとえ売主が所有者でなくて
　も，善意の買主は所有権を取得する。かつて根拠付けられていた所有権は消滅する。そのことが，譲渡の
　際に取得者に知られていなかったならば，かつて根拠付けられていた担保権またはその他の物権は消滅す
　る。」
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遅れを取っていた他，フランスやベルギーといった近隣諸国にも遅れをとっていたことを背景と
し，急進的な産業の発展を目的とし，国家による保護政策が採られていた。そうした側面は，取引
の保護を目指して動産物権変動について無因主義を採用していることにも見られる。
　ドイッにおいても，当初は，善意取得の即時の所有権取得という構成には，いくつかの反論が述
べられたし30，近時は無因主義に対する批判も数多く見られる。
　なお，BGBの構成を最も忠実に引き継いでいるのは，ギリシア民法典31である32。したがっ
て，ギリシア民法典における善意取得についても，ド・イツと同様に，原則的にはフランス法圏の諸
国の法秩序と同様の構成を採るが，これらの国々では，その効果として，所有権を取得するという
ことを明確に述べる33。
（4）スイス
スイス民法典は，ドイツとフラソス両国の民法典の影響を受けながら，1912年に施行された。
29BGB932条
　「1　929条（物件的合意と引渡）により生じた譲渡によって，取得者は，物が譲渡人に属さないときにも，
　所有者となるが，取得者が本条の規定によれば取得するであろう時点で善意でないときにはこのかぎりで
　はない。しかし，これは，929条（物件的合意と引渡）2文の場合においては，取得者が譲渡人から占有を
　得たときにのみ，適用される。
　2取得者は，物が譲渡人に属さないことを知っているとき，または重大な過失で知らなかったときには，
　善意ではない。」以上のBGBの日本語訳については，ディーター・ライボルト（円谷峻訳）『ドイツ民法総
　論一設例・設問を通じて学ぶ一』（成分堂，2008年）に拠った。
30たとえば，アソトソ・メソガーは，所有権制度に対する商業精神の勝利であり，公正に取得された所有権
　を酷なる侵害を被らざるをえなくする規定が民法典に置かれていると，批判を行なった。Anton　Menger，
　Das　BUrgerliche　Recht　und　die　besitzlosen　Volksklassen，3．　Au乱1904，　S．124任喜多『外観優越の法理』・前
　掲注（2）88頁。
31ギリシアにおける民法典の立法や施行の経緯については，カライコス・アントニアス「ギリシャ民法典邦
　訳（1＞」比較法学41巻2号（2008年）305頁。
32ギリシアでは，所有権の移転についても，無因主義を採用する。
33ギリシア民法典1036条「1第1034条に基づく動産の処分の場合には，動産の引渡しを受けた者は，処分を
　した者が動産の所有権を有しないときであっても，所有者となる。ただし，占有の引渡しを受けた者が，
　当該引渡しを受けた時に悪意であったときは，この限りでない。2前項の規定は，とりわけ物に対して用
　益権または質権を有する者，賃借人，受託者，その他所有権と類似する関係にある者が無権利の処分をし
　たときも，適用する。」
　同1037条　　「前条の場合における取得者は，動産の所有権が処分をする者に帰属しないことを知り，また
　は重大な過失によって知らなかったときは，悪意であるものとする。」
　同1038条　「動産が盗難または遺失によって所有者の占有を離れたものである場合において，所有者でな
　い者が善意の者に当該動産を譲り渡したときは，当該動産の所有権は移転しない。」
　同1039条　　「金銭または無記名債権証券については，これらが盗難または遺失によって所有者の占有を離
　れたものであった場合であっても，所有者でない者が善意の者にこれらを譲り渡したときは，その所有権
　は，移転する。公の競売または祭りもしくは市場で処分したその他の動産についても，同様である。」以上
　のギリシア民法典の日本語訳については，カライコス・アソトニアス「ギリシャ民法典邦訳（4）」比較法学
　42巻3号（2009年）に拠った。
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ス・fス民法典では，まず，動産の所有権取得の方法について定めた714条34で，無権利者から動産
の占有の移転を受けた善意の取得者は所有権者となると規定し，その上で，当該動産が占有委託物
である場合については933条1項35において規定し，934条1項で遺失物，盗品の場合を，同条2
項で公的な競売または市場または同種の物を扱う商人から取得した場合の価額償還義務を定めてお
り36，その規定の上では，Hand　wahre　Hand準則によるフランスの規定と同様である。。
　また，936条37では，旧占有者が悪意者に対して返還請求が可能である旨と，悪意の旧占有者か
らの権利濫用の禁止が規定される。
　スイスでは，善意取得は取得者が無償で動産を取得した場合にも許容される。
四，外観法理の発展と，1942年イタリア民法典の制定
　20世紀の前半から，ドイツでは，Gewere理論と有価証券理論の発展の上に，外観法理（表見法
理）が登場し，当時芽生え始めた全体主義的な公共の福祉の観点からの動的安全をより優先的に保
護しようとする風潮を背景に発展をする。
　ドイッに生まれた外観法理は，第一次大戦後に，従来のゲルマン法的な伝統へのこだわりを捨て
解釈学的に転換しながら，近隣のフラソスやイタリアへと流入し，とりわけ1920年代に，フラソ
スではアパランス理論（la　theorie　de　l’apParance），イタリアではアッパレンツァ理論（1a　teoria
dell’apparenza）として受容された38。
　それが限定的に受容されたに過ぎなかったフランスと異なり，イタリアでは，その影響を過激な
ほどに強く受ける。
　イタリアでは，上で述べたようにフラソス民法典の規定の影響を受けていた1865年民法典を改
正する際に，1923年に民法典改正委員会が設けられ改正作業が行われたのであったが，ドイツか
34ZGB　714条
　「1　動産所有権の移転のためには，取得者への占有の移転が必要である。
　2善意で動産を所有のために移転された者は，たとえ譲渡人が所有権の移転に権限を有していなくても，
　所有権者となる。ただし，その者が，占有の規定に従って物の占有において保護される限りはである。」
35ZGB　933条1項
　「動産の所有権または制限物権を善意で移転された者は，何らの移転に対する権限も有さない譲渡人に物が
　委ねられたのであった場合には，その取得において保護される。」
36ZGB　934条
　「1動産を盗まれたか遺失したか，またはその意思によらず失った者は，5年間，いかなる受領者にも請求
　できる。
　2物が，公的に競売されたか，または市場もしくは同種の物を扱う商人から譲渡されたならば，いかなる
　善意の取得者にも，彼が物の取得に支払った価額の償還に対してしか返還請求ができない。」
37ZGB　936条
　「1動産の占有を善意で取得したのでない者は，かつての占有者からいつでも返還を請求されうる。
　2　けれども，かつての占有者も善意で取得したのでなかった場合には，後の占有老に物の請求はできな
　い。」
38喜多『外観優越の法理』・前掲注（2）318頁以下。
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ら流入したアッパレンッァ理論と，ファシスト政権下でファシズムのイデオロギーを体現するとい
う目的とが結び付き39，1942年民法典（Codice　civile）40が立法される際に，以下に見るような，各
国の法制度と比較して，原則としては最も善意の取得者に有利な規定を置く法制度を作り上げた。
　ファシズムにおけるイデオロギーという意味では，動的保護がファシズム政権下で奨励された勤
労や活動の奨励と結び付くために，勤労である善意の取得者を保護することが強く意図された。
　1153条1項により，権限のない老から善意41かつ正権原に基づいて取得した者は動産について
の所有権を取得すると規定されるが，占有離脱物と占有委託物との間で区別を行わず，すなわち，
盗品に通してさえも善意取得の可能性を認めるのである42。
　さらに，わが国の民法194条のような，経済的な解決による盗品又は遺失物の回復の可能性も所
有権者には認められていない。
　従って，イタリア法の規定は，片面的に善意の取得者の保護を行うものである。
　ただし，イタリア法では，極めて広範な善意取得の可能性に対応するため，価値の高い動産であ
る，船舶，航空機，自動車に対してのみならず，一部の機械類に対しても登録義務を課し43，善意
取得を遮断する44。
　なお，近時の学説の中には，本条の適用を譲渡人が所有権者として振舞った場合に限定し，その
適用領域を狭めようとするものもある45。
五，戦後における，ドイツ法学の反省と，スペイン，ポルトガルにおける善意取得の制限
　（1）ドイツにおけるゲルマン法の再検討
　第二次大戦の後になると，ドイッでは，ナチス期の法学への反省が行なわれ，その中で，ゲルマ
ソ法的であるとされた善意取得制度の再検討も行われた46。
39ヒュプナーは，動的安全を保護することは，勤労を推奨するファシズム政権のイデオロギーに合致したと
　言う。
40ただし，第1編は1939年に，第2編は1940年に，第3編は1941年に，それぞれ施行されている。
41イタリア法では，物の引渡しの時点での善意を要求する。
42Codice　civile　1153条（占有取得の効果）
　「1その物の所有者でない者の側から動産的財物が譲渡された者は，その引渡しの時善意であり且つ所有
　権の移転に適する権原名義の存在する限り，その占有によりこれが所有権を取得する。
　2　その所有権はその物の上の他人の諸権利から，これら諸権利が権原名義から結果したものでなく且つそ
　れにつき取得者の善意が存する場合には，自由なものとして取得される。
　3　同一の態様において，用益権，使用権および質権が取得される。」
431982年2月10日の法律38号。
44イタリア民法典では，公簿に登記されている動産への善意取得の規定の適用除外を1156条において規定す
　る。ただし，これらの動産が登記をされていなければ，保護の対象とはならない。
45Alessio　greco，　National　Report　on　the　Tranfer　of　movables　in　Italy，　in：National　Reports　on　the　Transfer　of
　Movables　in　Europe，　Volume　1，2008．
46喜多・前掲注（2），安永正昭「動産の善意取得制度についての一考察」法学論叢88巻4・5・6合併号（1971
　年）272頁以下，小川清一郎「即時取得の法的構成」明海大学不動産学部論集（1997年）1頁以下。
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　善意取得も，「ゲルマン法的制度」であると説明されてきた経緯から，そうした再検討の対象と
なる。従来の通説であった，外観理論を基本的な枠組みとしながら，任意に動産を委ねたことに所
有権者の帰責性を認める与因主義には限界があった。その再検討のアプローチにおいては，再び
ローマ法へ立ち返ったり，英米法等の外国法を参照したりすることにより，ドイツの法制を相対化
しようとするものが増えた。
　ローマ法を参照した代表老は，フォン・リュプトウであり，善意取得制度はゲルマソ法的伝統だ
けではなくローマ法的伝統の混合した制度であることを確認し，従来の権利外観法理と与因主義を
批判して，5年間の取得時効と公の競売による取得の場合の規定との組み合わせによる解決を主張
した47。
　一方，英米法を参照した代表者の一人が，すでに挙げたハイソツ・ヒュプナーであり，彼は，当
該問題の状況を，所有権秩序を例外的に破る権利喪失の問題であると捉え，所有権者と取得者との
経済的な対立を意識するべきであるという48。
　BGBの立法時に，取得者に善意取得による強力な保護が与えられたのは，取得者が譲渡人に対
して返還請求を行なうよりも，旧所有権者が自分が物を委ねた相手方に返還請求を行う方が容易で
あり，所有権者は物を喪失しても経済的な回復は得られる，ということを前提としていたが，現代
（1955年）では，2度の大戦を経てヨーロッパ，とりわけドイッは大きな社会的混乱に陥っており，
所有権者が自ら物を委ねた者を発見することができないという事態がしばしば発生していた。所有
権者が自ら物を委ねた老を発見できなければ，善意取得の規定があるために，旧所有権者が，本来
は所有権者として保護される立場にありながら，一方的に当該動産を失い損失を被らなければなら
ないということは，極めて不公平であると言う49。
　そこで，ヒュプナーは，英米法における禁反言（Estoppel）の法理を参考とし，所有権者と取得
者との利益のバラソス調整を行うために，所有権者に権利の喪失という法律効果を負わせる前提と
して，外観作出への所有権者自身の帰責性を考慮するべきであると説いた50。
　また，ッヴァイゲルトも，比較法を行ないながら，善意取得制度が個人の利益よりも高く評価さ
れる一般的利益を保護しようとするものであり，取引の安全の要請が認められるのは商事取引にお
いてであり，民事取引においては善意取得は認めるべきではないと主張した51。
47Urlich　von　LUbtow，　Hand　wahre　Hand．　Historische　Entwicklung，　Kritik　und　Reformvorschltige，　in：FS　der
　Juristischen　Fakultat　der　Freien　Universitat　Berlin，　Berlin　und　Frankfurt　a．M．，1955，
48HUbner，　a．a．0．（Fn．2），S．11．など。
49HUbner，　a．a．0．（Fn．2），S，151．
50Hubner，　a．a．0，（Fn．2），S，105　ff．
51Konrad　Zweigert，　Rechtsvergleichend－Kritisches　zum　Gutglaubigen　Mobiliarerwerb，　Rabelsz　23（1958），
　S．14E
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　②スペイン52
　スペイソでは，フラソス民法典とほぼ同じ規定を持ちながら，1945年の最高裁の判例を契機と
し，判例・学説において，フランスとは全く異なる理解を進める。すなわち，スペイン民法典464
条53は，フラソス民法典の規定をほぼ翻訳した規定となっているが，判例・通説54は，この条文
を，善意の取得者には反証によっては覆すことのできない所有権の推定が与えられ，所有権者が物
の同一性と自己の所有権が存続することを証明した場合には，所有権者の返還請求を認めるという
意味で解釈を行う55。
　ただし，スペイソにおいて注意しなければならないのは，商法典85条で，商取引における包括
的な善意による所有権取得を規律しているということである。同条は，商品を店舗で買った老の保
護を目的とするが，盗品や遺失物を含めて，善意の動産買主に保護を与えるものであり，比較法的
に見ても，強力な善意取得者保護を認めるものである。
　（3）ポルトガル
　ー般に，1867年ポルトガル旧民法典はフランス民法典の影…響を受けたものであったが，1966年
のポルトガル民法典は，パンデクテン法学とドイッ民法典の草案の影響を強く受けて立法されたも
のであったと特徴付けられる56。しかし，善意取得制度については，ドイッ民法典とドイッ法学と
は全く異なる立場を採る。
　善意取得が問題となる場面については，原則として善意取得を認めず，ローマ法上の「何人も自
身が有する以上の権利を他人に移転することができない（NEMO　PLUS　IURIS　AD　ALIUM
TRANSFERRE　POTEST，　QUAM　IPSE　HABERET）57」という準則を貫徹させる。
　すなわち，取得者が善意で動産の占有を取得しても，譲渡人が無権利者であれば，彼は所有権を
52拙稿「善意取得制度の再考一スペ・イン民法の示唆を得て一」明治大学法学研究論集第35号243頁。
53C6digo　civil　464条
　「1，善意で取得された動産の占有は権原に値する。ただし，動産を遺失し，又は不法に奪われた者は，そ
　の物を占有する者に対して，返還を請求することができる。
　2，遺失物，又は盗品の占有者が，その物を公売において善意で取得した場合は，所有者はその物に対する
　対価を償還してでなければ，原状回復を得ることはできない。
　3，また，政府の認可で設立された質屋に質入された物の所有老は，質入した老が誰であろうと，その質屋
　に質額と満期の来た利息とを前もって支払わないと，回復を得ることはできない。
　4，証券取引所，定期市または市場で取得した物，または，適法に設立され同種の物の取引に通常従事して
　いる商人から取得した物について，商法の規定に従う。」
54Juan　Vallet　de　Goytisolo，　La　reivindicacl6n　mobiliaria　como　tema　fundamental　del　articulo　464　del　C6digo
　civil，　en　Estudios　sobre　Derecho　de　cosas，　Madrid，1973．
55Jose　Maria　Miquel　Gonzalez，　La　posesi6n　de　biens　muebles，　Madrid，1979など。拙稿「善意取得制度の再考
　一スペイソ民法の示唆を得て一」明治大学大学院法学研究論集第35号243頁以下（2011年）参照。
56Jos6　Caramelo－Gomes／Jos6　Carlos　de　Medeiros　N6brega，　National　Report　on　the　Tranfer　of　Movables　in
　Portuga1，　in　National　Report　on　the　Tranfer　of　Movables，　Volume　4，2011．
57Ulp．D．50．17．54．
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取得することはできず，所有権者からの返還請求を受けた場合には当該動産の返還をしなければな
らないのである。
　ただし，ポルトガル民法典は1301条58において商取引における善意取得の可能性を認めるけれ
ども，動産の返還請求を求める者に，取得者が当該動産の取得のために支出した価額の償還を義務
付ける59。
六，欧州共同体の発展の中での善意取得とオランダ新民法典
　1951年にベネルクス三国で欧州石炭・鉄鋼共同体条約が署名されて以来，ヨーロッパ諸国の結
合に向けた動きが進められてきた。
　そうした中で，域内市場における取引の促進を目指し，とりわけ債権法分野での法の調和が目指
されてきた。善意取得についても，1964年のハーグ統一売買条約によって排除された領域を補う
ことを目的として，ユニドロワによって1968年と1974年に「有体動産の善意取得者の保護に関す
る統一法草案」が作成されたが，最終的には挫折した60。
　また，20世紀末のヨーロッパにおける立法で重要なのは，1992年のオラソダ新民法典（Nieuw
Burgerlijk　Wetboek）の立法である。
　オラソダでは，旧民法典の善意取得に関する規定は，フラソス民法典の規定に影響を受けた，
「占有は権原に値する」とHand　wahre　Hand準則に基づいた規定を有していたが61，1950年の最
高裁判決において所有権の取得であるという実体法的な意味が認められ，1947年以来長期に渡っ
た民法改正作業を経て完成したオラソダ新民法典では，3：86条62において，譲渡人と譲受人との間
58c6digo　civil　1301条「ある人が第三者に物品の返還を請求する場合，当該物品が同種の物を扱う商人から善
　意で購入されたものであるとき，その購入者が購入に要した価額を償還することが義務付けられる・・　・」
59アソドレーペレイラ（加賀山茂監訳，今尾真一阿部満＝大野武一伊室亜希子訳）「ポルトガル民法典一素描」
　法学研究84号（2008年）。
60Karner，　a．a．0．（Fn，21），S．47f．
61オラソダ旧民法典2014条。
62BW3：86条
　「1譲渡人の無権限にかかわらず，90条，91条，93条に従った登記された物でない動産，無記名債権また
　は指図債権の譲渡は，当該譲渡が有償でなされ，取得者が善意である場合には，有効である。
　2　前項において挙げられた，90条，91条，93条に従って有償で譲渡された物に，制限物権が課されていた
　としても，取得者がその時点で知らず，知らなければならなくもなかったときは，91条に従った譲渡の場
　合に当該権利は消滅する。
　3　窃盗により物に対する自主占有を失った動産の所有権者は，当該動産を窃盗の日から3年の期間，所有
　権による返還請求をすることができる。ただし，以下の各号に定める場合は除く。
　a．物が，職業または営業を行うのでない自然人によって取得され，その譲渡人が，競売人ではなく，同種
　の物を公に，そのための特定の営業所において営業上取引をした者や，…，通常の営業を行うにおいて取
　引をした者である場合。
　b．金銭または無記名債権もしくは指図債権が問題となっている場合。
　4請求権の時効の中断に関する，316条，318条，319条は，前項において示された期間に適用される。
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に有効な有償の債務契約が存在し，さらに有効な引渡しが行われたことを要件とし，その譲渡を有
効であるとし，善意の取得者に所有権を取得させる，という構成を採用する。
　さらに，伝統的なHand　wahre　Hand準則のように，占有委託物の場合と占有離脱物の場合とを
区別することを止め，遺失物についても善意取得を認める。返還請求が可能なのは，盗品の場合の
みであり，3年の除斥期間に服する（3：86条3項）。
　3：87条には，情報提供i義務（wegwijsp且icht）についての規定であり（Art．3：87　BW63），物の取
得から3年間，所有権者から問合せを受けた場合，譲渡人についての情報を提供しなくてはなら
ない。
　なお，オラソダ新民法典の規定では，19世紀から述べられてきた意味での単純な取引の保護で
はなく，消費者保護の考えが取り込まれている。すなわち，3：86条3項において，盗品の返還請求
を行うことができるのは，消費者に限られる。
　1993年にEUが発足し，次第にその加盟国を増やしていき，2002年には統一通貨であるユーロ
が導入された。
　こうした中，より欧州私法の統一ということが言われるようになり，EC指令とその国内法化に
よる各国の私法の規定をすり合わせる試みが進む。
　また，さらに進んで，欧州民法典の作成を視野に入れながら，ゆるやかな法の結合を目指し共通
参照枠を提供するCFRによる共通参照枠草案（DCFR）も研究グループによって作成された64。
七，東欧諸国における善意取得制度の立法状況
　近時の比較法においては，EUの範囲の拡大に伴い，従来よりも広い範囲で行われる傾向にあ
る。そうした中で，東欧諸国の法制度もその比較の対象に含まれる。
　ところが，1980年代後半から1990年代にかけての時期に民主化するまで社会主義国であった諸
国については，参照する際には，他の諸国の法制度を参照する以上に，相当な慎重さを必要とする
だろう。すなわち，社会主義的なイデオロギーの残澤と共に，その国固有の社会的・経済的な状況
と，それに起因するその国の立法事実を探らなければならないはずである。
　そうした認識に関わらず，本稿においては，極めて不十分であるとの留保をしたうえで，その多
様性が興味をひくところであるため，あえて，東欧諸国の立法状況にも言及を行う。
63BW　3：87条
　「1．Een　verkrijger　die　binnen　drie　jaren　na　zijn　verkrijging　gevraagd　wordt　wie　het　goed　aan　hem　ver－
　vreemdde，　dient　onverwijld　de　gegevens　te　verschaffen，　die　nodig　zijn　om　deze　terug　te　vinden　of　die　hij　ten
　tijde　van　zijn　verkrijging　daartoe　voldoende　mocht　achten．　Indien　hij　niet　aan　deze　verplichting　voldoet，　kan
　hij　de　bescherming　die　de　artike16，86a　en　86b　aan　een　verkrijger　te　goeder　trouw　bieden，　niet　inroepen．
　2．　Het　vorige　lid　is　niet　van　toepassing　ten　aanzien　van　geld．」
64Christian　von　Bar／Eric　Clive，　Principles，　De丘nitions　and　Model　Rules　of　European　Private　Law：Draft　Com－
　mon　Frame　of　Reference（DCFR），　Full　Edition，volume5，Sellier，2009．善意取得については，　Idfl－
　3：101：Good　faith　acquisition　through　a　person　without　right　or　authority　to　transfer　ownership。
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　（Dポーランド
　ポーランドにおいては，18世紀から19世紀にかけてプロイセソ，オーストリア，ロシアによる
分割を経験した際に各国の影響を受けたことに加え，フランスやハソガリー法の影響も受けてお
り，国内で様々な法制度が混在していた。
　ポーランドの財産法は，第二次世界大戦を挟んで，法典編纂委員会（Komisji　Kodyfikacyjnej）
により立法作業が行われ，1946年10月11日の法令（Dekret　z　ll　pδzdziernika）により立法化され，
1964年に民法典（Kodeks　cywilny）に置き換えられた。
　善意取得は，民法典169条1項において認められる65，66。ただし，占有離脱物については，遺失
や窃盗から3年の期間の経過で初めて所有権を取得する（Kod．cyw169条2項）67。その例外となる
のは金銭，無記名債権，並びに，公的競売または執行手続きによって取得された物である68・69。
　〔2）ハンガリー
　ハンガリーは，第二次世界大戦中は枢軸国として戦い，敗戦後は，ソ連の占領を経て，共産党独
裁国家として，ソ連の衛星国であった。そうしたソ連の影響を受けていた1960年5月1日に，現
行の民法典が施行された。
　その後，ハンガリー民法典は，とりわけ，1989年の民主化の後に，いくつかの修正が行なわれ
ている。
　1960年のハソガリー民法典では，動産が商取引において販売された場合と，商取引の外側で販
売された場合とを区別して規律する。商取引における場合については，民法典118条1項により，
取得老は占有離脱物も含めて所有権を取得できる。一方，商取引の外側における場合については，
取得者が有償で動産を取得した場合に，占有委託物に限り所有権を取得できるとする（同条2
項）70・71。
　なお，ハソガリーでは，現在，民法改正作業を行っており，すでに最終段階に入っている。第一
草案では，従来の商取引の内外での区別は解釈に困難をもたらすために行なわず，占有委託物か占
65Kod．cyw169条1項「動産を処分する権限のない者が，物を譲渡し，譲受人に引渡す場合には，当該譲受人
　は占有を受領した時点で所有権を取得する。ただし，彼が悪意である場合には，その限りではない。」
66通説では，善意取得による所有権取得は承継取得だと考えられる。
67ただし，当該期間は，取得時効ではない。
68Kod．cyw169条2項「けれども，所有権者が遺失したか盗まれたか，あるいは他の方法で失った物が，遺失
　や窃盗の時点から3年の期間内に譲渡された場合は，譲受人は3年の期間の経過後にはじめて所有権を取
　得する。その制約は，金銭や無記名債権並びに官公庁や公的な競売または執行手続において取得された物
　については適用しない。」
69Jerzy　Pisulifiski／Kamil　Zaradkiewiez，　National　Report　on　the　Tranfer　of　movables　in　Poland，　in：National
　Reports　on　the　Transfer　of　Movables　in　Europe，　Volume　4，2011．
70ハンガリー民法典118条1項「善意の取得者は，商取引の過程において販売された物に対する所有権を，商
　人が所有権者でなかった場合にも取得する。」
71Kars亡en　Thorn，　Der　Mobiliarerwerb　vom　Nichtberechtigen，　Baden－Baden，1996，　S，54琵
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有離脱物かの区別に一元化されるとした72。
　ところが，こうした第一草案における従来の制度からの劇的な変更に対しては批判があり，第二
草案では現行の枠組みを維持するように変更がなされた73・74。
　（3）ブルガリア
　ブルガリアでは，統一的な民法典の制定はなされて来ず，個別的な制定法が規律する対象に応じ
て制定されている。所有権については，1951年に制定された所有権法が中核的な役割を担う。所
有権法は，フランス民法典と1865年のイタリア民法典を主に参照して起草されており，そのた
め，善意取得については，フランス民法典のシステムに近い規定が置かれていると説明がなされる
が，オールトリアの規律方法により近く，所有権法78条75に置かれる善意取得の規定は，有償か
つ善意で動産を取得した者が，当該動産の所有権を取得すると規定する76。
　（4）チェコ，スロバキァ
　チョコとスロバキアでは，1950年までオーストリアのABGBが適用されていたが77，1950年と
1964年に，いずれも社会主義的な影響を受けた民法典が制定され，社会主義体制の崩壊の後も，
1964年民法典が付則により基本的な変化受けながら用いられている。
　1993年にチェコとスロバキアに分離をした後，チェコでは，2001年に新民法典の作成が決定さ
れ，2005年に草案が作成され，現在は立法に向けた議論が行なわれている。
　1964年民法典では，ローマ法的な原則が貫徹され，善意取得の規定は存在しない。取得者が動
産に対する所有権を取得するためには，3年の取得時効に拠るしかない（チョコ民法典134条）78。
　スロバキアにおいても，民法には善意取得の規定は存在しない79。
72第一次ハソガリー民法典草案4：47条
73第二次ハソガリー民法典草案4：44条
74Ferenc　Szilagyi，　National　Report　on　the　Tranfer　of　movables　in　Hungary，　in：National　Reports　on　the　Trans－
　fer　of　Movables　in　Europe，　Volume　3，2011，
75所有権法78条
　「1無償でなく，動産または持参人払い証券の占有を法的原因に基づいて取得した者は，所有権者から取
　得したのでなくても，当該事実の認識を欠いていたならば，所有権を取得する。
　2動産を遺失したか盗まれた所有権者は，遺失または窃盗の時点から3年間は善意の占有者に当該動産を
　追及できる。当準則は，占有者が動産を国家または公共企業から取得した場合には適用するべきではな
　い。」
76Dimitar　Stoimenov，　National　Report　on　the　Tranfer　of　movables　in　Bulgaria，　in：National　Reports　on　the
　Transfer　of　Movables　in　Europe，　Volume　4，2011．
77ただし，とりわけ1948年以後は，制限された。
78Lubo§Tich夕，　National　Report　on　the　Tranfer　of　movables　in　the　Czech　Republic，　in：National　Reports　on　the
　Transfer　of　Movables　in　Europe，　Volume　6，2010，
791van　Petkov，　National　Report　on　the　Tranfer　of　movables　in　Slovakia，　in：National　Reports　on　the　Transfer
　of　Movables　in　Europe，　Volume　6，2010．
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（5）スロベニア
　スロベニアでは，2003年1月1日に財産法（Stvarnopravni　zakonik）が施行されている。その
64条80に，善意取得の規定が置かれる。
　スロベニアの規定では，動産を有償かつ善意で取得した者は，動産の所有権を取得するが，この
際に，盗品と遺失物についての例外が存在しない81。
（6）ラトビア
　ラトビア民法典は，1937年にスイスとド・イッの民法典の影響を受けて規定されたが，ソ連時代
の，その大部分適用されなかった時代を経て，1991年の独立後に，再び，1937年の民法典が用い
られている。
　ラトビア法の善意取得に関する規定は，かつてのHand　wahre　Hand準則に類似する。すなわ
ち，民法典1065条82において，自由な意思により他人に動産を手渡したか委ねた所有権者は，所
有権の訴えを提起できない。こうした場合には，所有権者は物を委ねた相手方に対して人的な訴え
を行うしかない，とする。
　ただし，ラトビアでは，取得時効の期間が非常に短く，動産に対する取得時効の成立期間は1
年である（1023条）83。
80スロベニア財産法64条
　「（1）　Lastninska　pravica　na　premiこnini　se　pridobi，　tudi　6e　prenosnik　ni　imel　pravice　razpolagati　s　stvarjo，こe
　je　pridobitelj　v　trenutku　izro6itve　v　dobri　veri　in～三e　je　pridobil　stvar　na　podlagi　odpla～三nega　pravnega　posla　in
　so　izpolnjeni　drugi　pogoji　iz　40．こlena　tega　zakona．
　（2）　Lastninska　pravica　se　pridobi　na　naこin　iz　prej§njega　odstavka　salno，6e　je　bila　premi6nina　prodana　na
　javni　dra2bi，こe　prenosnik　daje　v　okviru　svoje　dejavnosti　tak§ne　premi6nine　v　promet　ali　6e　je　prenosnik
　pridobil　premi6nino　v　posest　po　volji　njenega　lastnika．
　（3）　Ce　je　bila　izro6itev　opravljena　s　posestnim　konstitutom，　pridobitelj　pridobi　lastninsko　pravico　takrat，
　ko　mu　prenosnik　izro6i　stvar　v　neposredno　posest，　razen　6e　takrat　ni　ve6　v　dobri　veri，
　（4）　Spridobitvijo　lastninske　pravice　po　dolo～三ilih　prej§njih　odstavkov　ugasnejo　vse　druge　pravice　na　stvari，
　こe　je　pridobitelj　v　dobri　veri　misli1，　da　te　pravice　ne　obstajajo．
　（5）　Prej§nji　lastnik　lahko　v　enem　letu　od　prenehanja　lastninske　pravice　zahteva　od　pridobitelja，　naj　mu
　premiこnino　proda　po　prometni　ceni，6e　ima　ta　zanj　poseben　pomen．」
81Claudia　Rudolf／Vesna　Rijavec／Toma2　Kereste§，　National　Report　on　the　Tranfer　of　movables　in　Slovenia，
　in：National　Reports　on　the　Transfer　of　Movables　in　Europe，　Volume　1，2008．
82ラトビア民法典1065条
　「所有権者が自由な意思により動産を，使用貸借，寄託，担保権設定または他の方法で他者に交付し，委ね
　た場合に，その者が第三者に当該占有をさらに移転したときは，所有権者は所有権の訴えを提起できな
　い。こうした場合には，所有権者は，第三者である物の善意占有者に対してではなく，物を委ねた者に対
　する人的訴えしか許容されない。」
83Theis　Klauberg／Julija　Kolomijceva，　National　Report　on　the　Tranfer　of　movables　in　Latvia，　in：National
　Reports　on　the　Transfer　of　Movables　in　Europe，　Volume　6，2010．
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　（7）エストニア，リトアニア
　エストニアとリトアニアでは，かつてのソビエト連邦時代には，1964年のロシア共和国民法典
が用いられていたが，独立後，ドイッ民法典を基にして規定されている84。したがって，善意取得
制度についても，ド・イッのシステムに類似する。エストニアでは，1993年3月に施行されたエス
トニア物権法（Asja6gurseadus）95条85において，善意の取得者の動産の所有権取得を認める86。
　本条は2003年に修正を受け，現実の物の交付を伴わない占有の移転の場合，現実の占有の取得
により所有権を取得するとされた（95条1項の1，2）。
　リトアニアにおいては，2000年6月に施行された民法典4：96条において，善意取得について規
定する87。
八，おわりに
　以上のように，時代を追って善意取得規定のあり方を比較してきたが，善意取得を巡る各国の規
定には，かなり大きな幅がある。当然のことながら，各国固有の事情や他の法制度（場合によって
は，経済や社会的な制度）も存在するであろうため，これをもって時代に応じた静的利益と動的利
益のバランシングを完全に描き出したと言うことはできないが，一定の傾向を読み取ることはでき
たのではないだろうか。
　中世においては，共同体による社会的な圧力や職業倫理が他人物売買に歯止めをかけていたが，
産業の多様化と取引主体の流動性の高まりを背景に善意取得制度の立法が必要とされる。
　市場経済の発展を背景とし，そこで形成されていった法理が各国の法典編纂において法典に取り
込まれていく。より産業革命と法典編纂の遅れたドイッでは，物権変動に無因主義を採用すること
で取引の保護を目指したが，同様に，善意取得についても，即時の所右権取得と構成することによ
り，より動的安全の保護を目指した。
　さらに，20世紀前半には，全体主義的な傾向の中で，公共の福祉として個人の権利よりも取引
84ただし，物権変動については，有因主義と引渡主義を採用しており，ドイツとは異なる。エストニア物権
　法典92条3項。
85エストニア物権法95条
　「1引渡しを通じて動産を善意で取得した者は，譲渡人が所有権移転に権限を有していなかった場合に
　も，物を占有し　た時点で所有権老となる。
　2取得者は，譲渡人が所有権移転に権限を有していなかったということを知り，または知らなければなら
　なかった場合には，悪意である。物は，悪意の取得者からは，いかなる時でも返還されうる。
　3　1項による取得は，所有権者の客体が盗まれたか遺失されたか他の方法で所有権者の意思に反して取り
　上げられた場合には，行われない。本項の規定は，金銭や無記名債権または公的競売で取得された他の客
　体には適用可能ではない。」
86Krimphove，　a．a．0．（Fn．10），S．343，　Karl　Kuullerkupp，　National　Report　on　the　Tranfer　of　movables　in　Esto－
　nia，　in：National　Reports　on　the　Transfer　of　Movables　in　Europe，　Volume　1，　2008．
87Velentinas　Mikelenas，　National　Report　on　the　Tranfer　of　movables　in　Lithuania，　in：National　Reports　on　the
　Transfer　of　Movables　in　Europe，　Volume　3，2011．
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の安全の保護がなされるべきであると考えられるようになり，そのためにゲルマン法と外観法理が
の用いられ，とりわけイタリアでは強力に動的利益を保護する立法がなされた。ところが，戦後
は，そうした行き過ぎた「ゲルマン主義的」傾向が反省され，ローマ法や英米法を用いて，行き過
ぎた動的安全の保護を修正し，静的安全をより保護しようとする方向で検討がなされる。しかし，
戦後には，東西の冷戦が起った反面，西ヨーロッパでは各国の結合が進んでいき，域内市場におけ
る取引の促進を目指して，いくつかの取引に関わる法の調和を目指す試みがなされていく。する
と，より強力な動的利益の保護を行なうことが考えられる。
　また，そうした中，オラソダでは，フラソス法的であった規定からドイッ法的な規定への転換を
行い，その際に，国際的に問題となっていた消費者保護の考えも取り込んだ。
　さらに，EUの設立後は，欧州法の統一ということが目指され，研究グループによる研究が進め
られ，法の共通参照枠の作成を意図したCFRによる共通参照枠草案（DCFR）も作成された。な
お，ヨーロッパ各国において，様々な分野でDCFRに対する批判が起きているように，その草案
が必ずしも現代的な意味での潮流であるということを意味しない。さらに，従前のような欧州法統
一への盛り上がりは，欧州憲法条約のフランス，オランダにおける批准拒否や，ヨーロヅパにおけ
る経済不安などから，下火となりつつあり，DCFRも，その先に欧州私法統一という大目標を見
定めていたものであるが，その実現は，困難であるかもしれない。
　以上のような検討を行なったところで，現在考えている範囲での方向性を示したい。善意取得制
度の制度趣旨として19世紀において考えられていたような，動産については追求困難であるとい
う状況や，輸送コストの高騰という状況は，現在では前提が同じではないように思われる。また，
動産取引の場合に取引の安全を公共の福祉のためにかつてのように強力に保護する必要はないので
はないか。
　そうであるならば，より静的利益を保護する方向での調整を行なう理解の枠組みが必要であるの
ではないだろうか。そのための理論的な根拠付けについては，今後の課題としたい。
　なお，本稿では，ヨーロッパ各国の法制度を広く概観したが，イギリスと北欧諸国の制度につい
ては，本稿では紙幅の都合もあり取り上げることができなかった。これらの諸国については，次稿
以後に取り上げたい。
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